
科学技術基本法と加藤与五郎 

 

加藤与五郎は、1903年から 2年間ＭＩＴのノイス教授の助手として電気化学の研究を行っ

たが、この間に創造の大切さを認識し、米国では大学の研究が新しい産業を創出している姿

を見てきた。しかし、日本に帰国して実情を見ると、日本の科学技術は欧米の模倣・追従を

するのが精一杯で、日本発の工業などはほとんど見当たらない状況であった。 

加藤は、このときから 1967 年に 95 才で亡くなるまで、一貫して創造の大切さや、大学に

おける工学教育の在り方、科学技術行政などについて自身の考えを公にし、自ら「創造科学

技術教育研究所」を設立し、創造ができる人材の育成にも尽力してきた。 

1916 年頃、加藤がまだ 40 才前の高等工業学校の一教師であった時に、当時の山本達郎文

部大臣に創造研究をやらねばいかんというような意見書を出している。＊１ また、1920 年

頃、加藤は原敬首相に創造教育の献策を行って以降、長らく政府の「創造技術対策設定」を

熱望してきた。＊２その具体的な方策としての科学技術基本法の必要性や内容､また制定に至

る経緯に対して、加藤の考えが大きな影響を与えたであろう背景や事実に付き調べた結果

を述べる。 

 

地元秋田を豊かにしようと様々な事業を模索していた齋藤憲三は、1934 年頃、大岡山の東

京工業大学で加藤与五郎と出会い、その時紹介されたフェライトを事業化するため、1935

年に東京電気化学工業（現在のＴＤＫ株式会社）を創立した。以来何度となく加藤から創造

の大切さや、日本は、欧米の真似ではなく、科学技術により日本独自の工業を興さなければ

いけないという話を聞いてきたのである。 

その思いを受け、齋藤は科学技術庁の発足に尽力し、1956年、科学技術庁（2001年に中央

省庁再編により文部科学省に継承されるまで存続）が設置されたときに、初代政務次官とな

った。 

 

1959年、科学技術会議が設置され、同年、岸総理大臣から「10年後を目標とする科学技術

振興の総合的基本方策について」の諮問が出た。これは、10 年程度を見通し、我が国が科

学技術創造立国を目指すため、政府の研究開発投資額の抜本的拡充を図るべく、当該基本計

画の中に、講ずべき施策や規模等を含めできるだけ具体的な記述を行うことを目的として

いた。 

 

1960 年、衆議院の科学技術振興対策特別委員会から、これに対する答申「科学技術に関す

る基本法の制定」（一次試案）が出された。これは、科学技術振興の必要性やその法案を作

る上での準備についての試案と推測される。 同年 2月に閣議で「科学技術週間について」

が承認され、この活動は 2019年に 60回を迎えるに至っている。  

その後、特別委員会の設置や海外の実態調査のための派遣などを行い､1965 年、上述の岸総

理からの諮問に対する追加答申として、日本学術会議の元会長（1954－1958）であり、当

時、東京大学名誉教授であった（東京大学総長（1957－1963））茅誠司の原案による「科学

技術基本法の制定について」が佐藤栄作総理大臣に提出された。 



茅誠司は、加藤与五郎が 1960 年に軽井沢に創立した「創造科学教育研究所」を 1962 年に

訪問しており､加藤の科学技術や創造に対する考え方について議論したと思われ、原案には

加藤の思いが込められていたものと推定される。その証拠に､加藤が政界や財界に配布した

「国家の進歩隆盛の要素たる創造能力の解説及び達成」と言う小冊子＊２に、茅の原案にな

る答申の内容に対し、「この原案は国際時代に至適の名立法と言われましょう。私の多年待

望していたものにぴったり当たると考えられます」と記述している。また、立法を支持する

ために、この小冊子 1000部あまりを経済団体連合会のトップ経営者に配布した。 

その後、科学技術基本法の制定については、自民党の文教部会や日本学術会議から異議が出

たため、1968年の第 60回国会で廃案となってしまった。 

科学技術庁と文部省の縄張り争いが原因のようで、たいへん残念な事である。 

 

廃案から四半世紀以上経った 1994年、自民党科学技術部会で「科学技術基本法」の制定を

目指した検討が再開された。これは、高度成長期が終わり 1990年代になると産業の停滞が

始まり、その打開を図るため一層の科学技術の発展が急務となったためである。 

1995年に自民党、社会党、新党さきがけ、新進党の 4党共同で「科学技術基本法案」が衆

議院に提出され、本会議に於いて可決成立し、同年 11月 15日に交付、施行された。 

科学技術基本法が検討されてから、実に 35 年の月日が流れていた。 
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